
　なお、対象となる会計間で取引があった場合、その収入及び支出をそれぞれの会計

から相殺消去しています。

　また、会計間に出資などの関係がある場合、貸借対照表上でもそれぞれ相殺消去し

ています。

★　全体財務書類

　全体財務４表の範囲は、一般会計等及び公営事業会計（国民健康保険事業勘定特別

会計、国民健康保険診療施設勘定特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険事業

特別会計、介護保険サービス事業勘定特別会計、農業集落排水事業特別会計、漁業集

落排水事業特別会計、浄化槽事業特別会計、魚市場事業特別会計、水道事業会計、下

水道事業会計）となっています。



１ 全体貸借対照表

【資産】・・・・・・ 千円

【負債】・・・・・・ 千円

【純資産】・・・・・ 千円

　資産の内訳は、下記のとおりです。

【固定資産】・・・・ 千円

【流動資産】・・・・ 千円

　負債の内訳は、下記のとおりです。

【固定負債】・・・・ 千円

【流動負債】・・・・ 千円

　これらを市民一人当たりに換算すると、下記のとおりとなります。

【資産】・・・・・・ 千円

【負債】・・・・・・ 千円

【純資産】・・・・・ 千円

　　　（※令和３年３月３１日現在の住民基本台帳人口・・・・ 人）

貸借対照表の分析

（１）住民一人当たり資産額

資産 （ 千円）

人口 （ 人）

＝ 千円

（２）有形固定資産の行政目的別割合

（３）歳入対資産比率

資産 （ 千円）

歳入合計 （ 千円）

＝ 年

歳入対資産比率 ＝
292,697,335

66,127,481

4.4

総務・・・・・・・・・・・・・ 10.8%

生活インフラ・国土保全・・・・ 39.2% 教育・・・・・・・・・・・・・ 12.6%

福祉・・・・・・・・・・・・・ 1.2% 環境衛生・・・・・・・・・・・ 6.6%

　令和２年度末現在の全体貸借対照表の状況は、下記のとおりです。

292,697,335

87,675,866

205,021,469

274,900,416

17,796,919

住民一人当たり資産額 ＝
292,697,335

49,961

5,859

81,229,210

6,446,657

5,859

1,755

4,104

49,961

産業振興・・・・・・・・・・・ 28.6% 消防・・・・・・・・・・・・・ 1.0%



（４）資産老朽化比率

償却資産減価償却累計額 （ 千円）

償却資産取得価格等 （ 千円）

＝ ％

（５）純資産比率

純資産 （ 千円）

資産 （ 千円）

＝ ％

（６）社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

地方債 （ 千円）

有形・無形固定資産 （ 千円）

＝ ％

（７）住民一人当たり負債額

負債 （ 千円）

人口 （ 人）

＝ 千円

住民一人当たり負債額 ＝
87,675,866

49,961

1,755

将来世代の負担割合 ＝
49,500,896

268,539,786

18.4

純資産比率 ＝
205,021,469

292,697,335

70.0

資産老朽化比率 ＝
268,504,874

464,220,649

57.8



【経常費用】・・・・・・・ 千円

【経常収益】・・・・・・・ 千円

【臨時損失】・・・・・・・ 千円

【臨時利益】・・・・・・・ 千円

【純行政コスト】・・・・・ 千円

　　　（※純行政コスト＝経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時利益）

　経常費用の内訳は、下記のとおりです。（※括弧内は経常費用に占める割合）

【人件費】・・・・・・・・ 千円 ( ％）

【物件費等】・・・・・・・ 千円 ( ％）

【その他の業務費用】・・・ 千円 ( ％）

【移転費用】・・・・・・・ 千円 ( ％）

　純行政コストを市民一人当たりに換算すると、下記のとおりとなります。

【住民一人当たり純行政コスト】・・・・・・・・ 千円

　　　（※令和３年３月３１日現在の住民基本台帳人口・・・・ 人）

行政コスト計算書の分析

（１）住民一人当たり行政コスト

純行政コスト （ 千円）

人口 （ 人）

＝ 千円

（２）行政コスト対税収等比率

純行政コスト （ 千円）

税収等 （ 千円）

＝ ％

（３）受益者負担の割合

経常収益 （ 千円）

経常費用 （ 千円）

＝ ％

受益者負担の負担割合 ＝
3,187,515

47,590,638

6.7

行政コスト対税収等比率 ＝
48,083,600

47,971,345

99.8

5,992,112 12.6

11,648,649 24.5

1,913,264 4.0

２ 全体行政コスト計算書

　令和２年度の全体行政コスト計算書の状況は、下記のとおりです。

47,590,638

3,187,515

3,575,492

7,270

47,971,345

住民一人当たり行政コスト ＝
47,971,345

49,961

960

28,036,612 58.9

960

49,961



３ 全体純資産変動計算書

　令和２年度の全体純資産変動計算書の状況は、下記のとおりです。

【期首純資産残高】・・・・ 千円

【当期増減額】・・・・・・ 千円

【期末純資産残高】・・・・ 千円

　純資産が減少したのは、有形固定資産等の減少や、貸付金・基金等の減少が主な要因

です。

　資産変動額を市民一人当たりに換算すると、下記のとおりとなります。

【住民一人当たり純資産変動額】・・・・・・・・ 千円

　　　（※令和３年３月３１日現在の住民基本台帳人口・・・・ 人）

４ 全体資金収支計算書

　令和２年度の全体資金収支計算書の状況は、下記のとおりです。

【期首資金残高】・・・・・ 千円

【当期増減額】・・・・・・ 千円

【期末資金残高】・・・・・ 千円

　期末資金残高を市民一人当たりに換算すると、下記のとおりとなります。

【住民一人当たり期末資金残額】・・・・・・・・ 千円

　　　（※令和３年３月３１日現在の住民基本台帳人口・・・・ 人）

215,316,014

205,021,469

△ 10,294,545

4,420,804

676,064

3,744,740

49,961

49,961

88

△ 206
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